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 7. 大野町地球温暖化対策実行計画 （区域施策編） 

 7.1. 地球温暖化問題について 

(1） 地球温暖化問題とは 

 1） 地球温暖化とは 

地球の表面は、二酸化炭素（CO2）やメタン（CH4）、一酸化二窒素（N2O）等の温室効果ガスに覆わ

れています。この温室効果ガスが、地表面から放射される熱を吸収することで、熱が宇宙空間に逃げて

いくことを防ぎ、地球は生物の生存に適切な温度に保たれています。 

しかし、18世紀半ばの産業革命の開始以降、人間活動による化石燃料の使用や森林の減少等によ

り温室効果ガスが大量に排出され、大気中の温室効果ガスの濃度が急激に増加しました。その結果、

温室効果ガスによる熱の吸収量が増加し、宇宙へ放出される熱が地表にとどまることで、地球全体の

温度の上昇が始まりました。これが、地球温暖化と言われる現象です。 

 

 
（出典：全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイトより） 

図 7-1 地球温暖化のメカニズム 
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 2） 地球温暖化による影響 

図7-2は、1891年以降の世界の年平均気温（陸域における地表付近の気温と海面水温の平均）を

表したグラフです。2022年における世界の年平均気温の基準値（1991年～2020年の30年平均値）

からの偏差は＋0.24℃で、18世紀半ばの産業革命以降、年平均気温は上昇し続けていることがわか

ります。また、IPCC第6次評価報告書（2021年）によると、世界の平均気温は1850年～1900年と比

べて、2011年～2020年で1.09℃上昇しており、長期的には100年あたり0.74℃の割合で上昇して

います。今後、温室効果ガス濃度がさらに上昇し続けると、気温はさらに上昇すると予測され、21世紀

末までに、温室効果ガス排出量が非常に多いとするシナリオで3.3～5.7℃の上昇が予測されていま

す。 

 

 
※ 細線（黒）は各年の平均気温の基準値からの偏差、太線（青）は偏差の5年移動平均、 

直線（赤）は長期的な変化傾向を示す 

 （出典：気象庁HP）       

図 7-2 世界の年平均気温偏差の経年変化（1891年～2022年） 
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地球温暖化により、様々な気候変動が世界規模で生じており、人間の生活や自然の生態系に様々な

影響を与え、世界規模で問題となっています。たとえば、氷河の融解や海面水位の変化、洪水や干ばつ

等の影響、陸上や海の生態系への影響、食料生産や健康等、人間への影響が観測され始めています。 

 

表 7-1 気候変動による日本への主な影響 

気候 

真夏日・猛暑日の増加（現状・予測） 

豪雨の増加（現状・予測） 

内陸部での大雪の増加（現状・予測） 

農林水産業 

コメの収量・品質への影響（現状・予測） 

果実の品質・栽培敵地への影響（現状・予測） 

サンマの南下の遅れ（予測） 

自然生態系 

渡り鳥の経路の変化（予測） 

竹林の雑木林への侵入の進行（予測） 

藻場の衰退、消失（現状・予測） 

水環境・水資源、自然災害 

土砂災害の激甚化・形態の変化（予測） 

台風による高潮（予測） 

河川流況の変化（予測） 

健康、国民生活 熱中症の増加（現状・予測） 

（出典：環境省・文部科学省・農林水産省・国土交通省・気象庁「～日本の気候変動とその影響～」より抜粋） 

 

 3） 地球温暖化問題とは 

上述のように、温室効果ガス排出量の増加により地球全体の温度が上昇し、それに伴う様々な自

然、社会、経済への影響による問題のことを、総じて地球温暖化問題と言います。この地球温暖化問題

に対しては、世界各国が協力体制を構築し、解決策を見出していく必要があります。 

 

(2） 地球温暖化対策をめぐる国際的な動向 

 1） パリ協定 

2015年（平成27年）12月の気候変動枠組条約第21回締約国会議（ＣＯＰ21）で、「パリ協定」が採

択され、2016年（平成28年）11月に発効し、日本も同月の8日にパリ協定を批准しました。 

パリ協定は、2020年（令和2年）以降の地球温暖化対策の国際的な枠組みであり、先進国や開発途

上国の区別なく全ての国が、温室効果ガスの削減に向けて自国の決定する目標を提出し、目標達成に

向けた取組を実施すること等を規定した公平かつ実効的な枠組みです。産業革命後の地球の平均気

温上昇を2℃より十分下方に抑えるとともに、1.5℃に抑える努力を追求すること等を目的としており、

この目的を達成するため、今世紀後半に「人為的な温室効果ガスの排出と吸収のバランスを達成する

こと（＝カーボンニュートラル）」を目指しています。 
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 2） SDGｓ 

SDGs（Sustainable Development Goals：持続可能な開発目標）とは、「誰一人取り残さない」

という理念のもと、持続可能な社会を実現するために2015年（平成27年）9月の国連サミットで採択さ

れた、国連加盟193か国が2016年（平成28年）から2030年（令和12年）の15年間で達成するために

掲げた目標です。SDGｓは、17の目標とそれらを達成するための具体的な169のターゲットで構成され

ており、第7の目標、第13の目標で、地球温暖化対策に関する目標が掲げられています。第7の目標で

は、再生可能エネルギーの割合の拡大やエネルギー効率の改善等、温室効果ガス削減に資するターゲ

ットが掲げられており、第13の目標では気候変動への対策や備えの強化が掲げられています。 

表 7-2 ＳＤＧｓ（第７目標・第９目標） 

目標 ターゲット 

7．エネルギーをみ

んなにそしてクリ

ーンに 

 

7.1 2030年までに、安価かつ信頼できる現代的エネルギーサービスへの普遍的

アクセスを確保する。 

7.2 2030年までに、世界のエネルギーミックスにおける再生可能エネルギーの

割合を大幅に拡大させる。 

7.3 2030年までに、世界全体のエネルギー効率の改善率を倍増させる。 

7.a 2030年までに、再生可能エネルギー、エネルギー効率及び先進的かつ環境

負荷の低い化石燃料技術などのクリーンエネルギーの研究及び技術への

アクセスを促進するための国際協力を強化し、エネルギー関連インフラと

クリーンエネルギー技術への投資を促進する。 

7.b 2030年までに、各々の支援プログラムに沿って開発途上国、特に後発開発

途上国及び小島嶼開発途上国、内陸開発途上国の全ての人々に現代的で持

続可能なエネルギーサービスを供給できるよう、インフラ拡大と技術向上

を行う。 

13．気候変動に具

体的な対策を 

 

13.1 気候に関する災害や自然災害が起きたときに、対応したり立ち直ったり

できるような力を、すべての国でそなえる。 

13.2 気候変動への対応を、それぞれの国が、国の政策や、戦略、計画に入れる。 

13.3 気候変動が起きるスピードをゆるめたり、気候変動の影響に備えたり、影

響を減らしたり、早くから警戒するための、教育や啓発をより良いものに

し、人や組織の能力を高める。 

13.a 重要な緩和行動の実施とその実施における透明性確保に関する開発途上

国のニーズに対応するため、2020年までにあらゆる供給源から年間1,000

億ドルを共同で動員するという、ＵＮＦＣＣＣの先進締約国によるコミ

ットメントを実施するとともに、可能な限り速やかに資本を投入して緑

の気候基金を本格始動させる。 

13.b 後発開発途上国及び小島嶼開発途上国において、女性や青年、地方及び社

会的に疎外されたコミュニティに焦点を当てることを含め、気候変動関

連の効果的な計画策定と管理のための能力を向上するメカニズムを推進

する。 
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(3） 地球温暖化問題をめぐる国内の動向 

 1） 国の取組 

日本では、2020年（令和2年）10月の臨時国会にて、菅義偉内閣総理大臣（当時）が「2050年カー

ボンニュートラル宣言」を行い、2050年（令和32年）までに温室効果ガスの排出量を全体としてゼロ1

とする、脱炭素社会の実現を目指すことが宣言されました。また、2021年（令和3年）4月には、2030

年度（令和12年度）に温室効果ガス46％削減（2013年度（平成25年度）比）の目標値を設定し、さら

に、50％の高みに向けて挑戦を続けていくことを表明しました。 

2021（令和3年）年5月には、「地球温暖化対策の推進に関する法律」の改正が行われ、2020（令和

2年）年10月に宣言された「2050年カーボンニュートラル」を基本理念として法に位置づけるとともに、

その実現に向けて地域の再生可能エネルギーを活用した脱炭素化の取組や、企業の排出量情報のデ

ジタル化・オープンデータ化を推進する仕組み等が定められました。 

2021年（令和3年）10月22日には、「第6次エネルギー基本計画」および「地球温暖化対策計画」が

閣議決定され、2050年カーボンニュートラルや2030年度（令和12年度）の温室効果ガス削減目標の

実現に向けたエネルギー政策の道筋が示されるとともに、2030年度（令和12年度）の温室効果ガス削

減目標の裏付けとなる対策・施策および新目標実現への道筋が示されました。 

表 7-3 地球温暖化問題に対する主な国内の動向 

年月 国内の動向 

2016年（平成28年) 

5月 

地球温暖化対策計画策

定 

2013年（平成25年）比で、2030年（令和12年）に温室

効果ガス26％減、2050年（令和32年）に80％減の目標

を掲げる 

2018年（平成30年) 

4月 

第五次環境基本計画策

定 

地域の活力を最大限に発揮する「地域循環共生圏」の

考え方を新たに提唱 

2018年（平成30年） 

7月 

第5次エネルギー基本

計画策定 

2030年エネルギーミックスの確実な実現と、2050年エ

ネルギー転換・脱炭素化への挑戦が盛り込まれる 

2020年（令和2年） 

10月 

2050年カーボンニュー

トラル宣言 

2050年（令和32年）までに脱炭素社会を実現し、温室

効果ガスの排出を実質ゼロの目標を掲げる 

2021年（令和3年） 

4月 

2013年（平成25年）比で、2030年（令和12年）に温室効果ガス46％減、さらに、

50％の高みに向けて挑戦を続けていくことを表明 

2021年（令和3年） 

5月 

地球温暖化対策の推進

に関する法律改正 

「2050年カーボンニュートラル」が基本理念として法

に位置づけられる 

2021年（令和3年） 

10月 

地球温暖化対策計画改

定 

2030年度（令和12年度）の温室効果ガス削減目標の裏

付けとなる対策・施策および新目標実現への道筋が示

される 

第6次エネルギー基本

計画策定 

「2050年カーボンニュートラル」や温室効果ガス排

出削減目標の実現に向けたエネルギー政策の道筋が

示される 

                                                      
1温室効果ガスの排出量から、吸収量と除去量を差し引いた合計をゼロにすることを意味する。 
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 2） 岐阜県の取組 

岐阜県は、地球温暖化防止に地域から積極的に貢献していくため、2011年（平成23年）6月に岐阜

県の区域に関する温室効果ガス排出量の削減に関する中期目標及び長期目標並びに中期目標達成

に向けた取組等について定めた「岐阜県地球温暖化対策実行計画(区域施策編)」を策定しました。

2021年（令和3年）3月には、「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づく「地方公共団体実行計

画（区域施策編）」、「地域気候変動適応計画」、「地球温暖化防止・気候変動適応計画」の3つの位置づ

けとして、「岐阜県地球温暖化防止・気候変動適応計画」を策定しました。また、2020年（令和2年）12

月には、2050年（令和32年）までに温室効果ガスの排出量を実質ゼロとする「脱炭素社会ぎふ」の実

現を目指すことを表明しました。 

「脱炭素社会ぎふ」の実現に向け、岐阜県地球温暖化防止及び気候変動適応基本条例の制定、岐阜

県地球温暖化防止・気候変動適応計画の策定を通し、県民、事業者と行政等あらゆる主体が連携しな

がら、地球温暖化対策を進めていくこととしています。 

 

表 7-4 岐阜県地球温暖化防止及び気候変動適応基本条例における主な地球温暖化対策 

① 県による地球温暖化対策 
・地球温暖化の防止に関する施策の実施 

・県の事務及び事業における率先実施 

② 事業活動に係る地球温暖化対策 
・温室効果ガス排出量等の把握 

・温室効果ガス排出削減計画書の作成等 

③ 日常生活に係る地球温暖化対策 
・エネルギー使用量の把握 

・環境物品等の選択等 

④ 自動車の使用に係る地球温暖化対策 
・公共交通機関等利用への転換 

・自動車通勤環境配慮計画書の作成等 

⑤ 建築物に係る地球温暖化対策 
・建築物に係る温室効果ガス排出の抑制 

・建築物環境配慮計画書の作成等 

⑥ 森林の保全及び整備等による地球温暖化対策 
・森林の適切な整備 

・県産材その他の森林資源の利用推進 

⑦ 再生可能エネルギーの利用等による地球温暖化

対策 

・再生可能エネルギーの優先的利用等 

・再生可能エネルギーの地産地消 

 

表 7-5 岐阜県地球温暖化防止・気候変動適応計画における部門別の主な地球温暖化対策 

産業部門 

技術革新や創意工夫を活かした効率的・効果的なエネルギー利活用の推進 

・事業者に温室効果ガス排出削減計画の提出を求めるとともに、削減対策の支援 

・再生可能エネルギー電力の共同購入に係る情報を発信し、実際の行動につなが

るよう促進 

業務部門 
エネルギー利活用の最適化 

・事業者に温室効果ガス排出削減計画の提出を求めるとともに、削減対策の支援 
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家庭部門 

低炭素な新しい生活様式への転換 

・学校、地域、行政の連携を強化し、地球温暖化防止を含めた環境教育を推進す

るとともに、ライフスタイルを変えることを呼びかける等、あらゆる主体の参

加、連携する地球温暖化対策を推進 

運輸部門 
移動・運搬手段の変革 

・事業者に自動車通勤環境配慮計画の提出を求めるとともに、削減対策の支援 

部門横断的対策 

脱炭素社会に向けた分野横断的対策の推進 

・地域の再生可能エネルギーの普及促進と有効活用に資する取組を推進 

・使い捨てプラスチック削減に向けた取組を行う飲食店、小売店、製造者の協力

のもと、「ぎふプラごみ削減モデルショップ」の取組を推進 

吸収部門 

森林や緑地の多面的機能の保全 

・県民協働による未利用材の搬出支援や木質バイオマス加工施設等の整備支援、

木質バイオマス利用施設の整備の支援等により、木質バイオマスの使用を促進 

・岐阜県の豊かな森林資源を活用して、誰もが温室効果ガスの削減に関わること

ができる「カーボンオフセット」の取組への参加を促進する等、ＣＯ2吸収源対

策を推進 

 

 3） 気候変動による大野町への影響 

地球温暖化に起因する気候変動による本町への影響として、特産品である富有柿への影響がありま

す。富有柿は、秋の気温の低下により着色することから、気候変動により残暑の厳しさが増すと、美味し

さには大きな影響がないものの、特徴である鮮やかな紅色が薄くなる可能性があります。 

 

 

（出典：岐阜県気候変動適応センター（岐阜県×岐阜大学）共同研究資料） 

図 7-3  富有柿の色付きの変化（左）と柿の栽培に適した地域の将来予想（右） 
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 7.2. 大野町ゼロカーボンシティ宣言（再掲） 

本町では、地球温暖化の影響と思われる集中豪雨や巨大化した台風の接近により、農作物に対する被

害の拡大や長時間に及ぶ停電の発生等、生活を脅かす事態が発生しています。 

地球温暖化対策として、日本は2020年（令和2年）10月に、2050年（令和32年）までに温室効果ガ

ス排出実質ゼロ（カーボンニュートラル）を目指すことを表明しましたが、一方で、2021年（令和3年）10

月に開催された気候変動枠組条約第26回締約国会議（COP26）において、現状の取組が不十分である

という危機感が示されたことから、今後、日本国内においても、排出量削減については、さらに高い目標

に挑戦していくことになります。 

そうした中、本町は2021年（令和3年）12月7日に「ゼロカーボンシティ」を目指すことを宣言しました。

豊かな自然環境の維持と経済が調和し、町民が快適に、また安心して住むことができる環境を次世代に

引き継ぐため、2050年（令和32年）までに二酸化炭素排出を実質ゼロにする「ゼロカーボンシティ」を目

指しています。 

 
図 7-4 大野町ゼロカーボンシティ宣言書 


